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　〔Ｉ〕はしがき一地方分権化の諸条件-
　1995年５月の地方分権推進法に基づいて地方分権推進委員会が設置され，
相ついで提言，勧告が公表されるなど，地方分権化の気運がようやく盛り
上がりを見せてきた。中央の地方に対する機関委任事務の廃止，特定的補
助金の一般目的補助金への変換，中央政府財源の地方委譲による地方自主
財源の強化等々，これまでわが国の中央集権体制を支えてきた根幹的行財
政制度をゆるがす諸提案が，各方面から活発に提起されてきている。百家
争鳴の感がある。
　しかし，明治以来太平洋戦争前後を通じて綿密，堅固に構築されてきた
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わが国の中央集権体制は，附焼刃な地方分権論では歯が立たない鞏固さを
内包している。地方分権論側からの理念的批判論に対抗して，既成の行政
制度，過去の実績を楯に取り，現実的立場から強力な反批判論を展開，既
得権的中央集権体制維持に懸命である。実質的には，徴調整的改正を別に
すれば，わが国の中央集権体制はいまなお変りなく機能し，その根幹は不
動である。
　かつて筆者は，地方分権化の条件として次の諸条件をあげた1）。
　①　地方自治体の行政能力に対する国ならびに地方住民の信頼
　（2）行財政諸権限の地方委譲の必要性について，国の十分な認識
　（3）地方の重要問題は地方において決定する政治的決定権限の地方移行
　（4）地方自主財源強化のための地域経済振興
　㈲　人口の地方定着化のための文化，教育，雇用環境の整備
　以上の諸条件はいずれも地方分権化を定着させる必須条件であるが，一
朝一タに満足させ得る容易な条件ではない。しかし，地方分権化の利点が
確実に認識され，その実現に意欲を燃やす地方自治体ならびに地方住民の
主体的条件が満たされるならば，決して実現不可能な条件ではない。
　本稿では，以上の諸目標からすればごく限定された目標ではあるけれど
も，分権的財政が実現された場合の具体像はいかなるものであるか，対照
的にその障害となるものは何であるのか，ということを実体験的に知り得
るように，カナダ連邦制度下における州の分権的財政運営の実相を明らか
にしてみたい。
　1867年の連邦制度創設の時から，カナダは，州に対しても一部の機能を
除いて主権的地位が認められた分権的国家であった。これと対照的にわが
国は，ほとんど時を同じくした明治元年（1868年）集権的統一国家を目指
して明治新政府が樹立されて以来，いくつかの大戦争を経ながら今日に至
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るまでの130年余，基本的に集権的国家を堅持してきた。このような歴史
的相異からカナダ連邦制度下において培われた分権的制度を，わが国に無
条件的にそのまま移入することは，飛躍的すぎる。しかし，わが国におい
てもすでに分権化政策の価値が広く認識されつつあるとすれば，その政策
目的実現手段を摸索，策定する過程において，カナダ連邦制下における分
権化財政の現状，変遷を視野に入れ指針とすることは，決して無益ではな
い。わが国の分権化財政の現段階においては，たとえ非現実的と思われよ
うとも，政策目標を具体的に見えるように設定しておくことは，分権化努
力に拍車をかけるであろう。
　〔Ⅱ〕カナダ連邦財政の背景
　国際財政比較の手掛りとして最初にあげられるのは，０ＥＣＤ（Ｏrganiｚａtｉｏｎ
for Economic Co-Operation and Development)とか, IMF (InternationalMonetary
Fund)とか，国際機関の発行する統計書である。これらは信頼し得る基礎
統計を得るには便利であるが，反面，対象国が多く，特定の研究目的に利
用するにはあまりに概括的である。特定国の財政関係事情を特定の研究目
的にしたがって知るには，その政府機関の発行する財政統計書，財政白書
類に依存しなければならない。
　カナダ連邦財政における分権的要素を探究する本稿も，主としてカナダ
政府関係資料に依拠した。しかし，それらの財政・租税統計や，財政・租
税制度の説明だけでは，隔靴掻痒，消化不良的な不満があった。精密に整
理された諸統計や，論理的に凝縮された制度説明の内面に入って理解した
い気持に駆られた。すなわち，カナダ連邦財政を支え，それを動かしてき
た自然的，社会的諸因子を見つけたい。少なくとも，主な諸因子に接近す
る努力ぐらいはしなければならない，と思った。以下本節において述べる
カナダ連邦財政の背景は，以上の思考過程を経た最小限度的考察である2）。
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　①　国土-面積から言えば，カナダはロシアに次ぐ世界第２の大国で
ある。総面積9,970,610平方km（日本の総面積の26.4倍），南北4,600km,東
西5,380kmに及ぶ。北は北極海に面し，南はアメリカ合衆国と境を接する。
西は太平洋，合衆国アラスカ州に接し，東は大西洋に面する。
　国土の東半分は，ハドソン湾をかこむ形で直径5,000km以上の巨大なカ
ナダ楯状地を形成している。この楯状地の大部分は，海抜600m以下，こ
れといった丘陵部分すらなく，一般に単調である。全陸地の約８％しか耕
作されていないが，農耕地は凡そ738,000平方kmに上る（日本の1993年農地
面積凡そ51,200平方kmの14.4倍）。国土の３分の１以上が森林，多種類の落葉
樹，針葉樹でおおわれている。
　（2）人ロ－前項の国土面積に対比した人口総数，人口密度は，表１の
ごとくである。
　　　　　　表１　世要主要国の面積，人口，人口密度（1995年）
　カナダの総人口は29百万人強（1995年），人口密度１平方粁当り3.0人で
ある。もう一つの大陸連邦国オーストラリアのそれに類似している。日本
に比較すれば，面積は前述のごとく26.4倍に対し，人口は23.5％，約４分
の1である。その結果の人口密度は，111分の1，0.9％にしか当たらない。
全国土，全人口からみれば，カナダは極めて人口過疎の国であるが，カナ
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ダの人口密な地域ならびに大都市は，良質な農耕地沿いに発展していった。
アメリカとの東西国境線沿いの巾狭い地域，すなわち，全国土の10％にし
か当たらない土地に人口の90％が居住している。西から東に，太平洋沿岸
から大西洋沿岸に州を並べて比較した州間の人口偏在も大きい（表２参照）。
　　　　　　　　表２　カナダ人口の州間偏在（1993年推計）
　中部州オンタリオ，ケベック2州に全人口の63％が居住している。両州
の対全国面積比は26％にすぎない。太平洋岸ブリティシュ・コロムビア州
と，それに隣接するアルバータ州も，10州の中では多人口州である。多人
口と経済力の高さは比例し，富裕州といってよい。以上の４州に比較する
と，大西洋沿岸4州は，いずれも人口総数100万人以下であるにもかかわら
ず，ニューファンドランド州を除く３州の面積はそれぞれ狭小なため，人
口密度は高い。
　カナダの人口学的特徴は，自然的居住条件のきびしさから，国土の10％
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に人口の90％が居住するという，著しい居住偏倚性，一部地域密集性にあ
るが，もう一つの特徴は，多民族社会，多文化社会なことである。
　厳密に法律的に言えば，1947年１月１日カナダ市民権法が発効するまで
はカナダ市民権をもつカナダ人というものは存在しなかった。多数の出自
国，文化をもつ者の集合であった。最初の国勢調査が行われた1871年時点
では，人口の約50％がイギリス系住民，30％がフランス系住民であった。
以来，両者の比率は低下し，各々25％程度になっている。その理由は，イ
ギリス，フランス本国からの移住者が減少，他のヨーロッパ諸国，東南ア
ジア諸国，ラテンアメリカからの移住者が増加したからである。
人種別割合は，州ごとに異なる。たとえばイギリス系住民の割合は，ニュ
ーファンドランド州の約80％から，ケベック州のわずか８％にわたってい
る。これに対しフランス系住民は，ケベック州の約80％から，ニューファ
ンドランド州，ブリティシュ・コロムビア州の３％以下といったごとくで
ある。大人口を擁するケベック州におけるフランス系住民の圧倒的優位が
注目される。
　使用言語別にみると，1986年国勢調査時点で，約60％の住民が英語を第
１使用言語と報告，これに対し，フランス語は約24%,英語が断然優位を
占める。イギリス系住民の構成比率に比較して，英語使用比率が格段に高
いのは，新移民がまず英語を学ぶからである。フランス語使用比率の相対
的低下にも拘らず，1969年の公用語法(Official Language Act),ならびに1982
年憲法によって，英語，フランス語の両者とも連邦政府の公用語と定めら
れた。連邦政府の議会，裁判所，省庁，公社などの運営やサービスの提供
が，英仏2言語によって行われている。
　(3)連邦制度－カナダ連邦国は，1867年の英領北アメリカ法(The Bri-
tishNorth America Act of 1867)3)によって創設された。本法によって，ノヴァ
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・スコチア，ニューブランスウィック，カナダ，の植民地(colonies)が一
体化された。すなわち，同法第３条は，それら植民地がカナダという名称
の下に一つの自治領を形成するものと規定した。そして同法第５条は，カ
ナダは，オンタリオ，ケベック，ノヴァ・スコチア，および，ニュー・ブ
ランスウィックの4州から構成されると規定した。その後1870年にマニト
バ州，1871年にブリティシュ・コロムビア州，1873年にプリンス・エドワ
ード島州が連邦加入を許された。残るサスカチュアン州とアルバータ州は
1905年に加入，最後に，ニューファンドランド州が1949年に加入し，現在
の10州から成る連邦国家が形成された。
　立法権は連邦と州の間に次のごとく配分された。連邦には，州の専属的
権限事項以外のすべての事項にかんし，法律制定権が広汎に認められた。
州の専属的権限事項として第92条に限定的に列挙されている主な事項は，
次のごとくである。
　　・州の需要を充たすための歳入を徴収するため，直接税を賦課するこ
　　　と。
　　・州のみの信用に基づいて･，金銭を借り入れること。
　　・州の官職の設置及び任期，並びに州の官吏の任命及び俸給
　　・州に属する土地並びにその上にある木材及び立木の管理及び売却
　　・州における，かつ，州のための病院，救済院及び慈善施設の設置，
　　　維持及び管理
　　・州における地方公共団体の制度
　　・地方的な工事及び企業
　　・州における財産権及び市民権
　　・州の民刑事の裁判所の設置，維持及び組織
　　・州におけるすべての地方的又は私的性質の事項
　さらに第93条は，州は｢教育に関する法律を制定する権限を専属的に有
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する」と規定し，教育権を全面的に州に与えた。
　前述のごとく連邦は，以上の州の専属的権限事項を除き，その他すべて
の事項について立法することが適法である，と包括的に規定された。例示
的事項として郵便，国防，通貨，銀行業務，度量衡，帰化及び在留外国人，
等の業務があげられている。本稿ととくに関係ある事項としては，「方法
又は制度のいかんを問わず租税による金銭の徴収」というように，無条件
的課税権が連邦に与えられた。
　1867年の「英領北アメリカ法」は，立法権の分化規定，ならびに，課税
権の範囲規定に見られるように概して連邦色が強く，国家統一のための集
権色がにじみ出ていた。「英領北アメリカ法」そのものがイギリス議会の
制定法であり，カナダ自治領政府の執行権は引き続きイギリス女王の権限
下におかれる，と同法第９条に宣言されていたごとく，カナダはイギリス
女王，イギリス議会の支配から完全に自由ではなかった。自治領の地位に
止まっていた。
　カナダがイギリスの支配から完全に脱却し得たのは，イギリス議会の承
認を得，エリザベス女王の勅裁を得て，1982年4月17日に発効した「カナ
ダ法＝1982年憲法」の制定によるものであり，それにより，すべての憲法
改正についてカナダ政府みずからが責任を負うに至った。
　この時ケベック州だけは，1982年憲法の受諾を頑強に拒否した。受諾に
州議会が決したのは，1987年6月23日のことである。
　この1982年憲法の中で，連邦と州間の財政関係規定として注目されるこ
とは，各州の財政力格差を平衡化する連邦補助金交付の規定を盛り込んだ
ことである4）。この規定によって，連邦の地域的所得分配機能が法的に確
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立され，その財源を得るために十分な収入を確保する連邦の課税権が権威
づけられた。
　この他に1982年憲法は各州内において少数言語による初等，中等教育を
受ける権利を保障している。このことは，「英領北アメリカ法」では州の専
管事項になっていた教育の領域に，連邦がくさびを打ち込んだことになる。
　以上のように連邦色を強めた1982年憲法を一度は拒否したケベック州で
あったが，1987年4月30日の連邦と全州首相会議でのいわゆる「ミーチ・
レークの合意」を受けて，ケベック州を含め全州が1982年憲法を受諾する
に至った。「ミーチ・レーク合意」によって，経済等の諸問題に関し，連
邦政府首相と全州政府首相との会議を毎年開催することが決定され，これ
により連邦に対する州権の拡大が全州に保障されたことが，その合意の大
きな理由である。その他，移民の受入れ，上院議員候補者の選出，最高裁
判所裁判官の選出，連邦と州の共同プロクラム決定にあたって州に優先権
を与えることが認められ，さらに，上院，下院，最高裁判所，総督等の機
構改革，および新しい州の創設にあたっては，全州の立法議会の承諾を必
要とすることが合意された。これらの合意によって州側の要求が通り，「連
邦・州の権力争奪戦において，後者の一方的勝利に終った」5）と評価され
ている。
　〔Ⅲ〕カナダ連邦財政に対する州財政の協調と分権化
　1867年憲法＝英領北アメリカ法の規定では，連邦が国家統一に不可欠な
主要機能について責任をもっていたこと，ならびに，州の課税権が直接税
に限定されたのに対し，連邦の課税権は無限定に拡大されていたこと，さ
らには，イギリス女王の名代としてのカナダ総督によって各州に副総督が
任命配置されたことなどからみて，1867年憲法は，連邦権限の強化を意図
するものであった。しかし，カナダ憲法の実質的内容は，裁判例，慣行，
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連邦と州の首相による憲法会議での合意などによって流動的に解釈，運営
されていく。なかんずく前節にあげた1987年ミーチ湖畔において開催され
た連邦・州首相会議の合意，「ミーチ・レーク合意」は，州権の伸長に画
期的効果をもったと解されている。
　その州権の伸長を，財政統計資料から観察してみよう。
　①　連邦財政と州財政概観
　　Ａ　政府レヴェル別歳入比較
　まず表３によって連邦，州，市町村別に課税額の大きさ，課税の種類
を，1961年と1993年について比較してみよう。
　表３は，主要歳入の課税額のみについて比較しているが，第一に注目さ
れることは，連邦政府とその他政府（州と市町村合計）との課税額配分割合
が，ほゞ相半ばしていることである。その上1961年と1993年の比較では，
連邦政府の配分割合が低下，逆に州のそれが目立って増大している。とく
に租税収入の大宗，個人所得税の配分割合においては，1993年の州の配分
割合が大躍進している。連邦に対する州の課税権の強化を明瞭に示してい
　　　　　　　表３　連邦・州・市町村別課税額とその配分割合
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表３　連邦・州・市町村別課税額とその配分割合（続き）
る。
　表４の国際比較と照合すれば，カナダの州・市町村合計の非連邦税割合
は，主要国の非連邦税（非国税）割合に比較して著しく高い。同じく連邦
　　　　　　　　表４　国税・地方税割合の国際比較（1995年）
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制をとるアメリカの州税・地方税合計割合42.5％はカナダのそれに近い
が，1993年カナダの州税40.0％，市町村（＝地方）税9.9%の合計49.9％に
は，まだはるかに及ばない。日本の非国税（地方税）割合38.0％も，アメ
リカに次いで高いが，カナダとの間には段違いの開きがある。
　表５は，租税収入以外に免許料，財貨・サービス販売収入，投資収益な
ども含めた自己源泉収入（他政府レヴェルからの補助金，借入金等を除く収入）
を，政府レヴェルごとに1985年と1995年についてみた表である。この表に
　　　　　表５　連邦，州（市町村含）間の自己源泉収入配分割合
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表５　連邦，州（市町村含）間の自己源泉収入配分割合（続き）
おいても，州政府レヴェル（市町村含）配分割合が50％を超え，対連邦政
府関係において優位を占めていることが分る。第２次大戦中，課税・徴収
権を連邦に集約させた所得税が，戦後再び自主性を高めて回復してきてい
る跡が明らかである。逆に消費税の主要項目の一般売上税において，1991
年１月１日，従来の製造者売上税(MST, mamufacturers'salestax)の財貨・サ
　　　　　　　　　　　　　　ー358（13）－
－ビス税(GST, goodsand servicestax)への切り替えに連邦が成功して，連邦
一般売上税にいちじるしい増収効果のあったことが見られる。
　表５の税外収入項目，すなわち，天然資源収入以下４項目の収入におい
て，州が約80～90％台の収入配分割合を示していることは，石油・天然ガ
ス産業，酒造業，その他の諸産業に対して，州が広汎な認可権，営業権を
もっていることの結果である。それらが州の自己源泉収入割合確保に貢献
している。前述４項目収入合計が州の総収入に占める率を1995年について
計算してみると，24.6％にもなる。これに対し連邦のそれら４収入に対す
る依存率は，わずか7.7%にしかすぎない。
　　Ｂ　政府レヴェル別歳出比較
　表６は，政府経費を目的別に，連邦,州の責任政府別に分類している（資
料の制約上，地方政府分削除）。1984-85年，1994-95年の両年度を通じ，負
担割合において連邦政府が圧倒的に高い支出責任を負っている目的分野は，
個人・財産保護（国防が含まれる）と，社会サービス分野である。それに対
し，州政府が優位を占めているのは，保健と教育分野である。これらの分
野にかんする立法責任は，1867年憲法によって州の専属的権限として保障
されていたことに見合っている。近年では連邦がそれら州の専属的分野ま
で，一部の支出責任を負うに至っていることが注目される。
　国民の最低生活水準を保障する社会サービス機能は，1867年憲法の91条
にも，92条にもあげられていなかった。すなわち，連邦の責任権限として
も，また州の責任権限としてもあげられていなかったが，主に州の責任と
して考えられ，通常は地方（市町村）に委譲されていた。今日では，3層の
政府すべてが責任を分かち合い，主な責任は連邦と州に，とくに連邦責任
になっていることが，表６から知られる。
　交通ならびに通信分野の公共事業費分担においては，1867年憲法が州内
に限られるものは州の責任としたことを受けて，州の経費負担割合が高い。
　歳出総額においても，州の比重の高さ，連邦に対する州の優位が指摘さ
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表６　連邦と州の目的別歳出割合
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表７　全政府レヴェルの補助金込みと，補助金除外の収入と歳出（1995年）
れる。州の歳出は，州税を主とした自己源泉財源の他に連邦からの一般目
的ならびに特定目的補助金によってまかなわれ，州総収入に対する連邦補
助金の割合は，表7のごとく決して低いとはいえない。しかし，数字の表
面のみをみて即断すべきではない。わが国の地方公共団体に対する国の補
助金の場合（表８参照）に比べて，その金額の決定方式においてカナダの
場合は，連邦と協調的，対等的であり，また補助金の使用において弾力的，
非制約的である。連邦政府からの補助金に，わが国の国からの補助金にし
みついている集権性，拘束的指導性はない6）。
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表８　日本の都道府県，市町村収入に占める国（県）からの補助金
　(2)個人所得税における州財政の協調と分権化
　個人所得税が連邦税収の主柱的地位を占めていること，ならびに，州税
収においても首位の座を占める基幹税収であることは，さきの表３によっ
て示した。その個人所得税について連邦政府は1987年６月税制改革白書を
発表，おおむねその提言にしたがって個人所得税の大改正が実施された。
改革の重点は，①特別優遇措置の整理，撤廃によって課税標準(tax base)
の拡大を計ること，②累進的限界税率の引下げ，限界税率階層区分(tax
ratesbracket)の減少を計ること，③所得控除(deductions)の大部分を税額控
除(taxcredits)に転換することにあった。この改革の主目的は，累進的所
得課税を比例的所得課税の方向に緩和させることによって，水平的公平，
実質的増収を計ること，ならびに，カナダ経済の競争力を高めることにあ
った7)。
　この連邦個人所得税の改革は，州個人所得税と無縁ではない。ケベック
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州以外のすべての州は，連邦と租税徴収協定を結び，州個人所得税の徴収
事務を一括連邦政府に委託するとともに，課税所得の範囲，種類等の決定
を，連邦所得税法の規定に準拠させているからである。算定される連邦個
人所得税額を基礎に置いて，それに各州独自の税率を乗じることによって，
各州の個人所得税額を算出する方式を採っている。連邦個人所得税の附加
税的に便宜上取り扱われている。
　州の完全な自主，独立財源とするには，州みずからの個人所得税法をも
ち，州みずからの徴収機構を使って徴税事務に当たるべきであろう。しか
し，この連邦と州の2本建所得税の場合は，徴税者，納税者双方にとって
税制が複雑化し，徴税，納税にともなう金銭的，非金銭的費用が高くなる。
州は，徴税費を安上りに，税収を確実にあげる実を採った連邦との一括徴
税協定である。連邦税額に上乗せ計算する州所得税率は，各州の財政事情
に対応させて，表９のごとく任意に規定されている。
表９　基礎連邦税額に乗じる各州の個人所得税率
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　表９の上積み税率だけではなく，各州は，その他にも固有の超加税率
(surtaxrates)をもち，固有の軽減規定，税額控除(tax credits)をもっている。
たとえば，もっとも富裕州とされるOntafio州の1996年の個人所得税は，
基礎的連邦税額の56.0％であるが，州所得税額が$5,310～$ 7,635の納税
者にはその額の20％の超加税がさらに課される。いっそう高所得税者，
$ 7,635以上の者には，州所得税額の33％の超加税が上乗せられる，とい
ったごとくである。 1997年には，最高の超加税率は44％になる。これは，
連邦所得税において限界税率が３段階に引下げられたことにリンクした高
所得者の州所得税軽減利益を制限するためである。逆に州所得税が＄１98
以下に計算される低所得者は，州の低所得税軽減措置によって免除される。
　納税者の財産税（あるいは地代・家賃支払）ならびに売上税の一部を相殺
する還付制税額控除の制度もある8）。
　連邦と徴税協定を結ぶ各州は，0ntario州の例にみるように，固有の税
率の他，固有の超加税率，低所得者減税，税額控除規定をもっている。そ
の結果は，等額の所得者であっても，個人所得税負担額は，表10のごとく，
居住する州によって相違がある。高額所得者は別として，０ｎtａｒio州を初
め, Alberta州, BritishColｕmbia州のような富裕州の居住者に有利である。
等額の所得者には等額所得税額を，という水平的公平原則は，州間におい
ては適用されていない。各州の自主的課税原則が優先している。
　表10で明らかなように，ケベック州は別格的地位を占めている。同州だ
け州の個人所得税については連邦と徴税協定を結ばず，独自の税制により，
独自に徴収している。連邦所得税の計算においても，同州の納税者には，
基礎的連邦所得税の16.5％の還付制減税措置の適用がある。この特例的減
税は，ケベック州が，連邦からの特定目的，条件付補助金の受取を拒みそ
の代りに選択して得たものである9）。
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表10　連邦．州所得税合計額の州別・所得別比較（1996年，独身者のケ－ス）
　以上のごとく個人所得税にかんしては，ケベック州を除くすべての州が，
連邦と租税徴収協定を結び，原則的には連邦所得税の基本的仕組みを受け
容れ，徴税事務を一本化し，連邦と協調的である。しかし，かかる州所得
税徴収業務の連邦委託制に対する次のOntario州の改正提言に注目する価
値がある1o)。
　同提言は，連邦との徴税協定は，徴税業務の簡素化・低費用化，ならび
に，資本と労働の自由な流入・効率的配分を促進し，カナダ経済の競争力
強化に貢献する，と一方で評価してはいるが，その代償として，オンタリ
オ州が，みずからのもっとも重要な財源の個人所得税について政策的決定
権を持ち得ないこと，連邦の決定にすべて従わねばならないこと，の不満
を強く表明している。積極的には，現行の｢連邦所得税の上に州所得税を
積み重ねる｣(‘‘taxon tax")方式を廃して，直接に，みずから決める課税所
得基準に課税する方式に改正すべきことを提言している。州所得税の連邦
所得税からの独立である。
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　（3）売上税における州財政の協調と分権化
　連邦，州の総税収の中で，それぞれ個人所得税に次いで第２の重要性を
もつ売上税分野での連邦と州の関係は，個人所得税の場合より複雑であり，
州がいっそう独立的，分権的立場をとっている。
　もともと連邦は製造者売上税(manufactures' sales tax, MST)をもち，州は
小売売上税(retail salestax,ＲＳＴ）をもち，それぞれ独立，共存していた。前
者の税率12％に対し，後者の税率は州によって異なり，表11に見るように
おおむね大西洋沿いの諸州において高く，西へ進んで太平洋沿いの州にな
るほど低い。石油・天然ガス収入にうるおうアルバータ州は，例外的に小
売売上税をもっていない。
　しかるに1991年連邦が　　　　　表11　1996年各州の売上税率（％）
その製造者売上税の課
税標準を拡大し，多段階
の「財貨・サービス税」
(goods and services tax, GST)
に改定，州小売売上税の
分野に課税対象を拡げた
ことにより，カナダの売
上税制は複雑化し，連邦のＧＳＴと，州のＲＳＴ課税権との併存，対立が
強まった。
　1924年導入以来の製造者売上税を，1991年導入の財貨・サービス税にな
ぜ転換する必要があったのか。 1987年発表，連邦政府の『税制改革白書』
（The White Paper Tax Reform 1987）のいう税制改革第２段階（第１段階は所得税
改革）にあげられている‘‘Sales Tax Reform, Tax Reform 198７’の必要性を
要約すれば，次のごとくである。
　　「現行の連邦売上税の課税標準(tax base)の幅が狭すぎること。カナダ
国民の購入する財貨・サービス総量の約３分の１しか，課税対象になって
　　　　　　　　　　　　　－350（21）―
いない。売上税収入の40％は，わずか４種類の生産品，すなわち，自動車な
らびにその部品，タバコ，アルコール，ならびに自動車燃料への課税から
得られている。消費の約15％にしか当たらない。このような課税標準の狭
さゆえに，必要税収を獲得するための税率を高くしなければならない。」11）
　かくて連邦の製造者売上税は，国内産品の生産コスト高，カナダ経済の
海外競争力低下を招くのみならず，課税品目と非課税品目の識別困難から
くる税制の複雑化をもたらしている。
　かかる弊害をもつ製造者売上税を廃して，連邦政府が新しく導入を計画
したのが，「課税標準範囲の広い，小売段階にまで及ぶ多段階売上税」（a
broad―based multi-stage sales tax that extends to the retaillevel)であった。当然に
これは，小売売上税の州の課税権を侵す。この衝突に対し，ＧＳＴ構想は
いかなる回避策を考えていたか。それは，既存の連邦売上税，州売上税の
双方を廃止，新設される全国売上税(National Sales Tax)に統合する仕組み
である。個人所得税一本化の場合と同じように，①課税標準は連邦，州共
通にする（Ｃｏｍｍｏｎ Base), (2）連邦税率は全州一律とするが，各州税率は各
州ごとに決定する(Uniform Federal RateA^ariable Provincial Rates) (3)徴収機関は
一本化する，仕組みである12）。
　連邦側の全国売上税構想は，各州の抵抗が強く，一部州を除き未実現で
ある。未実現の州では，1991年導入のＧＳＴと，州小売売上税の無調整的
平行課税が続いている。 1996年４月にようやく連邦政府と，ニューファン
ドランド，ノヴア・スコティア，ニュー・ブランズウィック３州との協定
締結に成功，1997年4月から３州内の新税率15％で全国売上税が発足する。
連邦政府が徴収に当り，８％分の収入を協定加盟３州に配付する。それら
３州にとっては税率低下によって減収になるため，その補填策として連邦
政府は，総額961百万ドルの調整助成金を３州に申し出たという13）。
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　ケベック州は，個人所得税の場合，連邦に対し独立的，その他の州に対
しては分派的行動に出ていたが，売上税の場合は，他州に対し同じく分派
的ではあるが，連邦に対しては個別に協定を結び協調的な姿勢を持してい
る。同州の小売売上税は，1996年11月までに連邦のＧＳＴと完全に調和統
合化される。
　もっとも有力なオンタリオ州の全国売上税に対する立場は，原理的には
賛成である。すなわち，連邦のＧＳＴのごとき多段階の，非課税品目を少
なくしてあらゆる財・サービスを課税対象に取り込み，前段階取引におけ
る税額を完全に控除する附加価値税型の，一本化した最終消費税に州小売
売上税を調和的に統合すること，をみずから提言している。 1991年GST
が導入されてから２年後の1993年12月「オンタリオ公平課税委員会」（On-
tarioFairTax Commission)の名で公表された提案である14）。
　それにも拘らず，オンタリオ州と連邦政府との間に全国売上税について
の協定がいまだ成立していないのは，なぜか。さきの公平課税委員会提言
に含まれていた要求事項の，売上税政策全般について審議する連邦・州の
共同決定機関の運営，各州独自の税率決定権限，管理執行業務への州の公
式参与権，連邦・州共同税（joint tax)運営における州の役割の明確化，な
どの諸問題が完全に解決されていないからであろう。これらの諸問題は，
連邦に対する州の課税権維持に重要である。他方，全国売上税を連邦税と
して位置づけたい連邦側も，容易に譲歩できない問題であろう。分権化財
政をめぐるはげしい攻妨が，ここにある。
　（4）連邦補助金交付における州財政の協調と分権化
　各州における最小限の公共サービス提供を財源的に保障する目的と，州
間におけるその財源調達力の均衡化を目的として連邦から州に交付される
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　｢平衡交付金｣(equalization)の制度が始まったのは，1957年にさかのぼる
けれども，法律的に明確な根拠が得られたのは，1982年憲法の第36条(2)に
よってである15)。
　連邦政府はその財源保障機能を，使途，州負担額に条件をつけない無条
件の，一般目的補助金を州政府に交付することによって，果たしてきた。
わが国の地方交付税制度に類似するが，各州交付額の決定基準，決定方式
には大きな相違がある。すなわち，州民１人当りの公共サービス提供費用
は各州等額という前提で，各州の収入調達能力面だけの州間格差を考慮し
て全国的平準化を計る点が，カナダ平衡交付金算定の第一の特徴である。
さらに，全国平均収入基準と計算上の各州収入力を算定比較する手続の中
に，各州の実態を反映する数値を盛り込んでいること，すなわち，連邦が
恣意的に政策的に決める数値を算定要素に強制することのないことが，第
二の特徴である。これらの算定手続を決定，変更する時は，連邦と州との
協議をふまえねばならない16)。
　表12にあげたように，使途について制約のない一般目的補助金(大部分
　　　　　　　　表12　州・准州・市町村への連邦資金移転
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は平衡交付金)にならんで，特定目的への使用を限定づけられ，州負担支
出を組合わせることを条件づけられた特定目的補助金がある。
　特定目的補助金は一般に，中央政府が地方政府を政策指導する手段とな
り集権性の強いものであるが，わが国のそれが著しく各省に分散，その使
途がきびしく限定され，硬直的であるのとは対照的に，カナダの特定目的
補助金の場合は，その利用にあたって州の自由度は大きい。
　表中のEPF (EstablishedPrograms Financing)というのは，1977年の改訂によ
り，それまでの病院保険，医療費扶助，中等後教育という特定目的のため
の定率の補助金が統合されたものである。それによって連邦は補助総額を
定額的にみずから決定することが可能になり，増大する州支出の一定率補
助による補助金の無制限的増加を抑制することができた。そり代り州側に
は，使途限定条件が緩和され，包括補助金(block grant)化された。そのEPF
と，社会福祉関係費の包括的補助金(CanadaAssistancePlan,CAP)とをさら
にまとめて現時点ではCanada Health and Social Transfer, ＣＨＳＴとされる
に至ったのである。これによって，保健，中等後教育，社会福祉関係費に
対する連邦の特定目的補助金の性格は，格段に一般目的補助金に近づいた。
連邦の財政赤字が，州財源の独立化を推進したのである。
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